2017年ひろしま県政白書作成実行委員会
　第１回　事務局会議　報告
　　　　　　　　　　　　　　　日　時：2017年2月2日（木）　10：00から12：00
　　　　　　　　　　　　　　　場　所：共同センター
内　容：
１．第１回実行委員会の報告
　　　　別紙のとおり
・広島県政に対する補足意見として、次のような意見が出されました。
・湯崎知事が何をしたいのかいまだによくわからない。彼のキャラクターなのか・傀儡なのか。その中で精いっぱい楽しもうとしている演技者なのか。経営者として有能なのかわからない。
・見栄えに配慮し、県民受けもいい、県政をどのようにするか、見栄えを良くするために、県の職員も、職員も冷や飯を食わされている。
・前回の白書を作るのに携わった関係上、毎年の県政分析の経済・労働問題にストレートにやることができた。県が何をするのかということが益々わからなくなった。
・県の雇用対策課は、課長が4年間に3人変わりました。最初の1年は頑張るのですが覇気がなくなり転勤しており、県の雇用政策は、国の雇用政策を具体化するのだと言われました。
・中国5県の雇用政策課を回って、鳥取県で、3万人の正規雇用を産むのだと、スローガンを作っていました。部長が正規雇用で採用してくれと、お百度参りをしていました。パンフを作っていました。職員の目がいきいきしていました。
・広島県は就業構造の数値は非常にいいのです。就業求人倍率も30年ぶりに回復する、要は求職数と求人数のギャップがひどくでかくなっているために、見かけの求人倍率が増えているのだと。求職者がこの3年4万人前後で推移しています。かってより求職者が1万から2万減っています。求人数が6万人件数にから7万人に増えています。正規雇用の求人倍率も1を超えています。ただ、正規雇用比率は最近じりじり上がっています。上がっていますが給与水準は下がっています。要するに正規雇用者の中間層の崩壊が具体的に起こっていること、製造業、建設業の雇用者数が減って、医療・福祉・介護分野とりわけ介護労働者の人口が増えています。低い労働条件の労働者が増えている中味をリアルにつかみたいと思います。
・官庁統計がかなり出ており、新しい数値が出るのではないかと思います。この数値で、県北ではどうなのか、島しょ部でどうなのか、高齢化率とその中の就業構造の典型的なところを追いかけて県内の地域の崩壊状況を見るべきではないかと思いました。
・平成の大合併のつけが大々的に出ており、10年間の経過処置が終わって、そこに権限移譲で県からの仕事がぶら下がっており、国からの地方創生等のひも付きが来ています。総額は少ないのですが。1自治体あたり4000万ぐらいしかなりません。自治体は、介護保険問題等でいろいろ苦労をされています。
・介護保険で、高齢者が減りつつあり、地元で老老介護となっています。高齢化率は大崎上島町・神石高原町、介護保険以前はヘルパーが公務員でしたから、民間へとなっているが地域では、社会福祉協議会がやらざるを得ない状態です。一番ドラマティックにできるのは、貧困問題だろうと思うのですが、実態を明らかにして展望が見えなくなってもと思います。
・三原市役所の裏の立派な民間の介護施設がありますが、定員が空いているのです。入居料が高くて入れないのです。所得が年金だけでは入れないのか、このような矛盾が出ています。
・こんなことを全部湯崎県政は目をつぶって、イノベーションで一部の者だけが元気になればいいのだというのは、あまりにも無責任ではないかと思います。こうすればよくなると政策を出せと言われても、私は良くわかりません。
・辻県議の事務局員となり10年過ぎました。民主団体のみなさんと辻さんの繋ぎや資料をつなぐパイプ役をしています。
・辻議員が今総務委員会に所属しており、県の中枢の話題が出ており、県の計画が中心で、県政に重要です。
・現場の声を聴く機会があり、安芸太田町の職員お方の頑張りがよくわかった。副町長は県からの出向です。合併特例債が終り、本当に減っており、今までの行政の継続が難しいのではないかと思われます。そういうところに広島県は目を向けなければいけないのに、過疎化対策がイベント中心となっています。課長は、一概に言えないのかとも言えないとのことですが。
・8年間の総括と我々が考える県政のあり方をきちっとまとめて、より良い民主県政に一歩でも近づくようにしたい。
・医療と介護や国保の広域化など、県が動き出したが、無医地区が広島県が2番目に多いとか、ベット数の削減が進むとか、県民の医療をどう支えていくのか、県政に見えてこない、庄原市では出産ができない市とか、厳しいのが広島県の実態で、市町では地域を支えようと一生懸命やっているそこで、県が支えることが必要ではないか。他県との比較が必要ではない。
・シャープの撤退など県はどうしようとしているのか。沿岸部はまだいいが県北部の活動が問題がある。
・執筆される先生方が楽しみだ。
・あれだけ合併が進んだら、県が何してくれているのか、見えない県政、冷たさも感じられないものなっている。未来ビジョンは何がしたいのかわからない、「みなさん元気で明るく」と言っているが、何をするのか読んだだけではわからない。
・地方創生計画などは国のマニュアル通りのもので、広島県の特徴がない。大崎上島町・安芸高田市が、ビジョンをそれなりに持っているのではないか。よそに頼らない行政を作るよう導びかれているが、県に何を求めていくのかを明らかにしなければならない。
・広島県知事選挙で湯崎知事の対抗馬が出なければ投票率も上がらないことでしょう。
・観光の面では、広島県へのいり込む客数は上がっているが、外国人を呼びこむとき田舎が対象になるとか体験型にシフトしていますが。
２.　事務局会議について確認
　　　　　　構成員と役割
　　　　　　実行委員長　　広島自治体問題研究所　村上博　理事長
　　　　　　　副実行委員長　広島県労連
　　　　　　　　　　　　　　広島県自治労連
　　　　　　　　　　　　　　広島県商工団体連合会
事務局体制　
　　　機関からお派遣をお願いしていくことになっており、機関承認が必要な人がいます。
　　　実行委員会の前後に昼間に開く
３.　県政白書作成の具体化
　①県政白書の構成案と取り組み
　　前回の構成を参考に作った。　
　　第Ⅰ部　実行委員会の中から主要な団体からと、村上理事長・辻県議・白書事務局
湯崎県政8年間を懇談し総括する。4月中旬の予定
テーマとして、「今求められている県政」で、何ができるかを例示するものにしてもらいたい。
　　広島未来チャレンジビジョン出前説明会　
研修会等の名称	広島県政研究会
研修会等の目的や内容等	広島県政の中心的なる計画書の基本を学習する。
3月15日（水）13：30から15：00　ゆいぽーと4ｆ音楽練習室2　定員30人　
《説明者》　　広島県総務局経営企画チーム（調査調整グループ）
第Ⅱ部　各分野からの執筆をお願いする。26項目を挙げてみました。
教育分野では、学校の性格がフレキシブル校やグローバルリーダー校など公立高校の再編について項目や、一学級35人体制について、広島市は大阪などと同じ低さになっていることなど取り上げる。各執筆者の文と研究者懇談会との経過を見ながら、構成を、分野ごとにしてまとめるなど検討する。
関係団体への要請活動・・県政白書作成実行委員会参加要請と意見交換
日時：2月21日（火）　終日
参加者：村上・橋本・三木
訪問先：別途検討
第Ⅲ部　研究者・専門家の人たちの懇談会を3月5日に開き、専門的な提言をお聞かせていただく。専門家の人に案内（別紙参照）を出している
②.実行委員会の構成と役割
参加団体は、県政白書作成について意見を述べる・投稿ができる、白書の普及に努める。
③予算
　　全体で80万円か前回６７万円規模でした。
印刷部数５００冊、（前回７００冊）　
　　研究者等への報酬
　　寄付の経常
　　県北からの交通費
を計上する
 (
今後のスケジュール
　案
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広島未来チャレンジビジョン出前説明会　
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日
事務局会議
　3月15日
実行委員会２　３月２４日　　分担の確認
分野別会議　　４月１８日
総論部懇談会　4月
中
旬
実行委員会３　５月１９日　　執筆者の確認
編集会議　　　５月２１日　　執筆者会議
原稿締め切り　６月２５日　　校正・やり取り
実行委員会４　７月　７日　　全体像の確認
印刷所へ入稿　８月　１日
発行予定　　　８月　末日
)４.　次回実行委員会の検討
　　　3月24日　18：30から　広島自治研事務所
５.　スケジュールの確認
　　　右のとおり
６.　その他
　　次回事務局会議　　
　　　3月15日　15：00から17：00
　　　　ゆいぽーと
　　　　　　
　





　








　2017年ひろしま県政白書作成実行委員会　第１回　報告
　
日　時：2017年1月24日（火）　18：30から20：30
　　　　　　　　　　場　所：広島自治体問題研究所
　　　　　　　　　　
　内　容：　　　　
　橋本事務局長から
　　11月に県知事選があるのを前にして、前回に引き続き県政白書の作成し、県知事選への政策提言をするということが出来ればと思い、作成実行委員会を立ち上げたい。　　　　　　　　　　　　　　　　　　[image: ][image: ][image: ][image: ][image: ][image: ]
1．広島県政白書作成の意義と課題
　[image: ]村上理事長から別紙レジメに基づき、湯崎県政８年の政策的流れと主要な考え方の報を
受け、質疑を行いました。
　　村上先生の主な点
　　①　中国新聞では、３選に向けて前向きとの報道があるが、県議会内での保守の人々
の中にも批判される方があり、また、３選は微妙であるという意見があります。
　　②　4年前と違って、統一戦線の新しい形が、市民と野党との連合という情勢もあり、県政作成過程で新しい政治を反映した白書作りが出来ればと思います。
　　③　4年前に湯崎県政を新自由主義県政といっており、基本的には変わりがなく、その
内容はＮＰＭに基づく地方再生を柱とする行政を行っており、いわゆる、中央集権
的行政運営であり、下からの地域再生、住民自治の確立を対置するとともに、自治
体間競争に対し、安倍政治に対する防波堤としての県政運営を行う必要があります。
　　　執筆者の人選では新しい、ウイングを広げた人たちにお願いしていきたいと思う。
　　④　湯崎県政は、１期目は、イノベーションを重要な視点として繰り広げ、予算主義
から成果主義、そして、「捨てる戦略」を導入し、どっと金を使う、ちまちましたも
のイノベーションを起こす必要のあるものだけを対象としてきた。
　　２期目にはインパクトと言う概念を導入し、見栄えを狙うなど、ひろしま
未来ビジョンの改定などで、数多くの項目について羅列し成果を書いてい
るが、運動団体の人々の学習会で、「県民の皆さんに関係のあることは何
も書いていない」と言わしめたものを作ってきた。
湯崎知事は民間経営を得意とする人で、この8年間その意図で県政を動
かしてきました。もう満足しているのではないでしょうか。
　　　　特に、平和の問題で、核兵器禁止条約の制定の交渉開始について、日本政府が反
　　　対したことに対し、「我々の考えは常日頃伝えてあり、今回文書を外務省に出す必要
は感じていなかった」との認識です。
　　　今回、オール広島で、対抗政策としての「県政白書」を作り上げることを呼び掛け
られました。
　質疑内容
· 福山市などでの連携中枢都市構想で、県の関りはないのでしょうか。
県政運営方針の中で、連携中枢都市圏構想については、サポートするとしており、湯崎知事は基本的には道州制論者です。今東の方では合併が進んでいるようです。呉市は独自に、基地問題で特化した都市連携を作るようです。連携で、福山市では市の診療所の廃止など、今後福山市民病院の医療の高度化を狙った動きがあるとともに、連携事業の実施にあたり、議会無視の動きが危惧されています。
　　・4年前はいまと違って、TPP問題が大きな課題であったのですが、ＴＰＰができなくなり、個別協定へと向かうと、これからの産業や海外進出などは、どうしようとしているのか、中小企業の施策など、全く県から見えない状態になっています。
　　　　国内市場は縮小するとの考えがあり、海外市場への進出は変わらないと考えます。
　　　　さとやま未来博など見栄えのよいものを打出していますが、イベント倒れになるでしょう。
· 地方創生計画は、国がマニュアルを示し、その通りに作成されるなど、国の施策に従う中央集権化が進んでいます。また県は、平成の大合併以降、県の権限を市町に移譲しており、県のかなりの事務が市町に下りており、県がやることはないのです。知事は道州への道を進んでおり、年頭の職員へのあいさつで、いま県の組織規模が私にとってちょうどいいなどと言っています。
· 子どもの医療費補助で県の補助枠の拡大について、県議会での委員会審議では、採択されても、本会議では通らないことがありました。全国的にも進んでいるこの分野ですら、通らないという異常な県政です。
· 県としての責任は、広域的なもの以外はないのではないか。湯崎知事の当初100億円フォンドを作りベンチャー企業を育成すると言っていたのに、失敗していますがその責任は不明確です。また春闘などの労働者の運動実態の把握など、県の仕事ではないのか、その報告書がありません。
· 県が持っていた仕事がどうなっているのか、市町に権限を移譲はしたがその先には責任を待たないことが多くあるのではないか。市町からの検証が必要ではないか。
· 財政的に、県の基金の取り崩しが多くなっていて、余裕はないのではないか。
· 育メン知事・がん撲滅・がんセンターを駅裏に作る等、一見やっているのではないかと思わせているが、成果はあるのか。われわれに関係のところでの成果はあっても、これ以上続けたらボロが出るのではないか。
· 湯崎知事は、大規模公共事業を積極的に支援しており、財界からは好ましく思われています。瀬戸内海の観光業など、瀬戸内汽船(株)・サイクリング企業への支援は大きくなっています。
· 全国的に見て、湯崎県知事の様なNPMを取り入れている知事が多くなっています。このように、県民を顧客管理の視点で見るなど、地方自治行政をおこなうことの弊害を正す事が、今回の県政白書の課題でしょう。 
· 合併した市町の学校の統廃合などの実態を明らかにし、学校・地域の問題を取り上げて、これ以上潰してくれるなという声をまとめて行きたいし、本来の教育のあり方と比較して、広島県の管理教育、スーパースクールなど問題を明らかにしたい。
· 「育メン」の提起など、根本的には若者の生活の安定があって始めてかなうものであるが、この根本問題を取り上げないで、上面を撫で回しているやり方にメスを入れることが大切です。また、保育所の認定問題など、その質的なことや、保育士の専門性の確保など、より一層掘り下げた議論を提起してほしいと思います。
· 国が新自由主義的予算を配分して、地方自治政治を変質させていますが、県民のために使えるように努力する知事ならこうやるというものを提起してほしい。
· 広島県内の貧困と格差の問題を追及することも課題です。非正規雇用労働者・外国人労働者・子どもに貧困の現れている。特に就学支援事業の受給者の状況などの課題を明らかにする。また、市町間でも、国保、介護保険の継ぎ足しの実態と今後の課題など大きな問題ですが、県が関りを持つことによって軽減できることがないかを明らかにしてほしい。
· 広島県の雇用実態を見ると、海外からの研修生が多いという特徴を明らかにすることも大切です。これらは教育・保育分野でも地域の行政にも関係してきます。
· 湯崎県政で切り捨てられたものを具体的に明らかにするとき、権限委譲の検証が必要です。県の職員の配置などの推移をつかむことも必要です。
· 商工労働課との懇談で、県独自の政策を持っていない、国のメニューを押し売りすることぐらいです。国の補助金を消化することが県の仕事になっています。
· 世羅町などは、町民のためにお金を使って、人口が減らないようやっていますが、県はこのようなことで、国の補助金の継ぎ足しはやっていないのですか。
· 生健会関係の事業で県費の継ぎ足しはないが、県が指導監督する事務があります。問題として、生活保護申請審査は14日以内に結論を出すことになっていますが、これが守られていない町への指導が行なわれていません。処理率が市町で違っており、この点での格差をみすごすことはできません。このようなことがほかにないのか。
· 県が持つ監督指導権限を持つ事業の洗い出すこと、事務監査の実態を追及することが可能です。福祉事務について、いやいや府中町は置いています。食品管理などはHACCPなど業者管理で行うようになっていますが。
· 国保などの広域化で、県が行うことになっておりますが、これが市町で問題になっていない、声を上げるところがないなど問題です。後期高齢者の地域での活動を支援して介護保険料を安くしようなど、地域に仕事を下ろそうとしていることなど、声がなぜ上がらないのだろうか。
· 合併後の合理化で、市町村・県職員のこれまでの仕事の変化や問題点はないのでしょうか。現場でのヒヤリングが必要か。
· 制度論が先にあり、国からの押し付けであるが、受け入れざるを得ない実態ですが、どこの県でも同じことになっているのか、湯崎県政だからこうなっている、他県では違うなどを明らかにすることも課題です。例えば、広島県と鳥取県の職員の違いがあるとか。広島県だけを見ないで、つめていくことも大切です。鳥取などでは奨学金があり、鳥取県に帰って勤めるようにしていますし、海士町などの取り組みの参考にしていきたい。
· 鳥取県と広島県では、人口格差があり228万人の県では県民が見えなくなっているのは、それでいいのか。
· 前回と違った項立てを考えるとき、湯崎広島県政の政策体系を見つつも、われわれの項立てが必要です。また、執筆人の分野配置もあり、書けるメンバーがいるところから攻めなければならないが、研究者の人の参加も考えて行きたい。
· 県予算に対する要望が各民主的団体から出ているが、要求に対する施策が対応しますが、それぞれの課題で、書ける人がいるのか。今回の白書のめざす点を共有して念頭において書いてもらいたい。国と県の役割を踏まえて記述しなければならないし、広島県以外の県政白書を参考にしたいものです。国の政策に対する防波堤として、県であるとして描くものにしたい。労働行政は県にないのか。労働相談ぐらいか。教育も同じだが。
· いまの県を批判に終わるのではなく、われわれが新しい政策を作るのであって、われわれが支援する人が知事になったとき、これを見れば自分で具体的に政策展開が出来るものを作ろうという意欲を持ってもらいたい。今県がやっていようがやっていまいが関係ない。
· そのためには客観的データーがないといけないので、なるべくデーターを整理しておきたい。県議員団の人の協力をお願いします。
· 戦後の労働年報などは、県がデーターを集め国に提供していた。国の方針でなくなったのか。県には労働年報を作るその気がないのか。賃金の動向は掴んでいるが統計課の仕事か。地方事務官制度の廃止からか、分権改革で、制度が変わり、また市町に戻ろうとしています。
· 分野別の執筆課題は、事務局で提起していきたいので、執筆者の人選をお願いしたい。今日は県政白書への思いを語っていただきました。
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学者・研究者の方々へ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０１７年１月３０日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　広島自治体問題研究所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　村上　　博
　　　　　2017ひろしま県政白書作成実行委員会懇談会参加要請　
常日頃から、広島自治体問題研究所の活動にご理解いただきありがとうございます。
さて、2017年広島県知事選挙にむけて県民の視点からの広島県政政策づくり（提言）をめざして、1月24日、広島県政白書作成実行委員会を立上げさせていただいたところです。
　この広島県政白書作成の活動は、・1981年：第1次県政白書「みんなでみつめた広島県政！」・1985年：第2次県政白書「点検―ひろしま」・2013年：「新自由主義県政と県民生活」と久方ぶりに別冊を出すことができました。
　当初のねらいであった、広島県職員の手での作成から、県内各種運動団体の意見の集約と政策提言という意味合いに移りましたが、現実の県政を少しでも県民のために改善していくという視点に立つと、こういうことが改善できるという試みは変わっていません。
　今回の県政白書作成にあたっては、第Ⅰ部実行委員会としての県政のとらえ方、第２部各種運動団体の意見と政策提言を集める作業は引き続き行いますが、今回第３部として「研究者から見た広島県政への提言または懇談会」を設け、日頃各分野で研究されておられる先生方の専門的な視野から見た、広島県政の専門分野での、評価・改善点についてご意見を承り、執筆ができれば今後の県政に役立つものができるのではないか、読者にとっても参考になるのではないかと考えています。
　ぜひ、先生方の研究室での成果と、現実の広島県政を検証し、歪な点がないか、これを伸ばすことが必要だと思われる点など、もし自分が県知事であるならばこうするという願いを込めて、ご意見交換いただければ幸いです。
　私たちは、広島県の井戸の蛙になりがちであり、先生方の研究の中で、他県の政策や、国の考え方などを紹介していただければ、視野も深まり、大変助かることになります。
　一県民としての思いと、研究者という立場との差はあるとは思いますが、この際、立場をわきまえずにお願いする次第です。

開催日時　２０１７年３月５日　13：30から17：00
場　　所　　　広島自治体問題研究所または、
内　　容　参加先生方から下記のことについて２０分程度お話しいただき、そのあと意見交換を行います。
　　　　・先生の研究テーマの概要
　　　　　先生の広島県政の感想
　　　　　専門分野の全国情勢と課題
　　　　　県民・運動団体・県職員に望むこと
広島県政で活かせる課題の提言

なお参加先生の名前等について差しさわりのある方は匿名にて行いたいと思います。
突然のことで申し訳ありませんが、参加の有無とご意見を２月２０日までにいただければ幸いです。
　連絡先：広島自治体問題研究所　hjitiken@urban.ne.jp
2017年県政白書
2017年1月24日
はじめに
・11月28日に２期目の任期満了を迎える→県知事選挙
　現職は3選立候補に前向きとの見方は強い。（中国新聞1月5日）
　県議会内では評価が割れている。
　○最大会派で自民党系の自民議連：
　　　他県との地域間競争が激しさを増す中、発想力や実行力を評価。
●自民党系の自民党議員会：
　　「成果主義で職員が疲弊している。成果も目に見えてこない」と批判を強める
・統一戦線の新しい形：市民と野党との連合
　　新しい政治を反映した白書づくり
　　　政策内容：
NPMに基づく地方創生←→下からの地域再生
　　　　自治体間競争←→安部政治に対する防波堤としての県政
　　　執筆陣：新たな人への拡大

Ⅰ．県政白書づくり
・1981年11月20日：第1次県政白書「みんなでみつめた広島県政！」
・1985年10月20日：第2次県政白書「点検―ひろしま」
・2013年9月30日：「新自由主義県政と県民生活」
・2017年9月30日？：今回の県政白書「見ばえ県政と県民生活」？

Ⅱ．知事
１．第1期
・2009年11月に知事に就任
・就任から2年は、不要な事業をあぶりだす事業仕分けを実施
　　事業仕分けは１つの事業が有効かどうかを見るには良い。
　　2009年度に21事業9億3000万円、10年度に80事業11億円を廃止
・2010年10月：ひろしま未来チャレンジ策定
　　イノベーションを重要な視点として掲げる。
・12年度は政策目標に沿った事業かどうかを見る事業レビューという方法に切り替えた。
　　予算主義から成果主義への転換をさらに促す方法に切り替えた。
・2013年度
　　「捨てる戦略」を主眼に経営資源マネジメント協議を実施。（「強化」書2１3頁）
　　効果があっても優先度の低いものは、思い切ってやめていく姿勢
必要であっても優先度の低いものは、ばっさりやめるという発想。
　←→成果を出すにはクリティカルマスを意識し、イノベーションを起こす必要がある。

２．第２期
・2015年10月：ひろしま未来ビジョン改訂
・2016年の年度初め
　「フィクションを排そう」
　　特に施策を進めていく上で、我々がやっていることが本当に目指している社会的な変化を生んでいるか、それをしっかりと見つめていこう、ということ。
・2016年の部長の夏合宿以来
　　インパクトという概念を導入してきた。この目指すべき社会的変化を生むインパクトがあるかどうか、これを問う、ということ。
・2016年9月16日
　　「平成27年度ひろしま未来ビジョンの実施状況について」
　　「平成27年度まち・ひと・しごと創生総合戦略進捗状況報告書」
　　「広島県まち・ひと・しごと創生総合戦略（案）（平成28年版）」
　＊運動団体の県民の皆さんに関係のあることは何も書いていない。
・2017年新年の「年頭の詞」
　　我々が目指している「卓越」
　　本質的に求められるべきことは、望ましい社会的な変化、インパクト。
　　例：観光産業、アメリカ現職大統領オバマの広島訪問
　　やっている日々の地道な業務と大きなインパクトを結びつけていく。←常にPDCAを回していく。インパクト、細部、この両方が大事をしっかり意識する。
　　今年の県庁の新しいスローガン：
「仕事でチャレンジ、仕事をエンジョイ、もちろん暮らしもね。」
→NPM（ニュー・パブリック・マネージメント）改革
・企業も行政も組織運営の方法は同じだ。組織運営の基本は民間も行政も同じだ。
（日経グローカル194号、2012年23頁）。
・広島県マネジメント研究会編『しごとの「強化」書』ぎょうせい、2016年8月
　　“成果志向の行政経営”（はじめに）
　　　　県行政の運営に民間企業の経営手法を導入（3頁）
　　　　民間企業の経営戦略は行政活動の選択と集中、優先化、重点化に大変役立つ(13頁)
　　　　ビジネス用に開発あれた経営戦略やマーケティング戦略に係るフレームワークを応用することが有用である。（60頁）

Ⅲ．中国新聞（2016年12月29日）
・観光産業の分野
せとうちDMOが2016年4月に発足
　　県庁を拠点として、瀬戸内海の観光振興を目指す官民組織
　　出資による財政支援、利用者特性に応じたマーケティングの2本柱で観光産業の活性化に取り組む。2009年頃打ち出した「瀬戸内海・海の道構想」の具体化だ。
　　年間観光客数5,500万人→7,000万人
・人材育成の分野
　　中高一貫のグローバルリーダー育成校（GL校）の開校に向けた動きが本格化
　　建設費42億円を投じる大型プロジェクト。
　　２月に基本構想をまとめ、5月に大崎上島町への設置が決まる。10月に設計案を発表
・広島空港の民営化方針、県営広島西飛行場跡地の活用方針
・5年ぶりに2015年改定した県総合計画を反映。仕事と暮らしの両方を充実させる「欲張りライフ」を新たなライフスタイルとして打ち出し、県民への浸透を図っている。
・12月20日に発表した県政運営の基本方針には、キーワードとして「行動」を盛り込んだ。
・来年度当初予算の編成が2期目の集大成

Ⅳ．事業
・2010年
　　10年後の未来を展望して「ひろしま未来チャレンジビジョン」を策定
・2016年から〔ひろしま未来〕チャレンジビジョンの改定
　◎新たに｢目指す姿｣を設定
　　　｢仕事でチャレンジ！暮らしをエンジョイ！活気あふれる広島県~仕事も暮らしも。欲張りなライフスタイルの実現~｣
　◎目指す姿の実現に向けて、４つの政策分野の好循環をより一層推進するため、
　　①人づくり
　　　多様な人材の育成や集積などあらゆる分野の基礎となる≪人づくり≫
　　　　少子化対策
　　　　女性の活躍
　　　　働き方改革
　　　　人の集まりと定着
　　　　多様な主体の社会参画
　　②新たな経済成長
　　　イノベーションを持続的に創出し、雇用や所得を生み出す≪新たな経済成長≫
　　　　産業イノベーション
　　　　農林水産業
　　　　観光
　　　　交流・連携基盤
　　③安心な暮らしづくり
　　　暮らしに直結した生活基盤を支える≪安心な暮らしづくり≫
　　　　医療・介護
　　　　健康
　　　　福祉
　　　　環境
　　　　防災・減災
　　　　消費生活
　　　　治安
　　④豊かな地域づくり
　　　個性や資源を生かした≪豊かな地域づくり≫
　　　　魅力ある地域環境
　　　　瀬戸内
　　　　中山間地域
　　　　平和貢献
３つの視点を掲げる
　　①イノベーション
　　②ファミリー・フレンドリー
　　③都市と自然の近接ライフ

・来年度施策の〔県政運営の〕基本方針〔2017〕
　　共感から行動へ、というところへ軸足を進めて行く
　　　働き方改革では、個別調査をベースに企業支援を展開
　　　教育では、幼児教育のアクションプログラムを実行に進めて行く
・〔ひろしま〕さとやま未来博〔2017〕（~11月26日）

Ⅴ．平和
・2016年10月28日に国連の第1委員会で核兵器禁止条約の制定の交渉開始について決議が採択された。日本政府はこれについて反対した。県は、外務省に対しては、我々の考えというのは常のコミュニケーションの中で伝えていることもあり、あらためて今回は文書を外務省に出しませんでした。今回は特にその必要は感じてなかったということです。

おわりに
[bookmark: _GoBack]　オール広島で、対抗政策としての「県政白書」を作り上げる。
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